






























































標準プロポーザル方式の技術提案書提出要請書例

（建築関係建設コンサルタント業務の場合）

【本提出要請書例は、調査・設計業務を想定したものである。随意契約の見直し計画にお

いてプロポーザル方式へ移行することとされた業務〔参加者の有無を確認する公募手続を

経たものを含む。〕（広報業務等）等については、業務内容に応じて、最適な者を選定でき

るよう必要な要件を適宜設定すること。】

○○○○設計業務技術提案書提出要請書

１．業務の概要

１）業務内容

本業務は○○地方において計画されている・・・

詳細は別添の特記仕様書（案）による。

【注意：検討項目ごとに内容、条件等を記載する。】

本業務において技術提案を求めるテーマは、以下に示す○つの事項である。

①△△△△

・・・

【業務にあたって特に重要となるテーマを１～３題程度明示する。】

２）履行期間

履行期間は、以下のとおり予定している。

契約締結の翌日から～令和○年○月○日

３）業務実施上の条件

（１）管理技術者（※１）は一級建築士であること。【当該業務が建築士法第３条に規

定されている一級建築士でなければできない設計業務の場合に記載する。それ以

外の場合は業務内容に応じて求める資格を適宜設定することとする。ただし、業

務内容によっては、資格要件の設定を行わないことができる。】

（２）管理技術者及び主たる分担業務分野(※３)（建築分野【業務内容に応じて適宜設

定すること。】）の主任担当技術者（※２）は、技術提案書の提出者の組織に所属し

ていること。

（３）管理技術者及び記載を求める各主任担当技術者はそれぞれ１名であること。

（４）管理技術者が記載を求める各主任担当技術者を兼任していないこと。また、記

載を求める主任担当技術者が記載を求める他の分担業務分野の主任担当技術者を

兼任していないこと。【業務内容により兼任を認める必要性が高いと判断される場

合は、当該分野のうち主要な分担業務分野についてのみ、担当主任技術者の技術

提案書への記載を求める。】

（５）管理技術者及び記載を求める各主任担当技術者の手持業務について、携わって

いる業務（特定後未契約のものも含む。）が、原則として○件未満【業務内容に応

じて適宜設定する。】であること。

（６）管理技術者及び記載を求める各主任担当技術者は、令和○年○月以降【10年前

を標準とするが、業務内容等に応じて適宜設定する。】に同種又は類似業務に携わ

った実績があること。
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（７）主たる分担業務分野（○○分野）のうち積算に関する業務を除く業務を再委託

しないこと。

（８）○○分野、△△分野において、技術提案書の提出者又は協力事務所が、他の技

術提案書の提出者の協力事務所となっていないこと。【対象となる分担業務分野

は、原則として主任担当技術者の記載を求める分野とするが、地方整備局等管内

において、当該分野の業務を実施できる協力事務所が極めて少ないと判断される

場合はこの限りではない。業務内容に応じて適宜設定すること。】

（９）再委託先である協力事務所が○○地方整備局の建設コンサルタント業務等一般

競争（指名競争）参加資格者である場合には、当該協力事務所が指名停止期間中

でないこと。

（10）【その他、業務内容に応じて条件を設定する必要がある場合は記載する。】

注：※１ 「管理技術者」とは、「建築設計業務委託契約書」（平成10年10月1日建設省厚

契発第37号）第16条の定義による。

※２ 「主任担当技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技

術者を総括する役割を担う者をいう。

※３ 分担業務分野の分類は下記による。なお、技術提案書の提出者においてこれ

以外の分野を追加することは差し支えないが、その場合（様式５)に従い当該分

野の業務内容及び分野を追加する理由等を明確にしておくこと。

ただし、この場合において当該分野の技術者の評価は行わないが、当該分野

の主任担当技術者は「記載を求める主任担当技術者」の要件を満たしてなけれ

ばならない。

なお、下記の分担業務分野を分割して新たな分野として設定してはならない。

分担業務分野 業務内容

建 築 平成21年国土交通省告示第15号別添一第

１項第一号及び第二号において示される

「設計の種類」における「総合」

構 造 同上「構造」

電 気 同上「設備」のうち、「電気設備」に係

るもの

機 械 同上「設備」のうち、「給排水衛生設備」、

「空調換気設備」及び「昇降機等」に係

るもの

【業務内容に応じて、適宜分担業務分野を追加、削除すること。】

４）電子入札システム対象業務

本業務は、資料の提出等を電子入札システムにより行う対象業務である。なお、

電子入札システムにより難いやむを得ない理由がある場合には、別紙の「紙入札方

式参加承諾書」を提出し、発注者の承諾を得るものとする。

以下、本提出要請書において紙入札方式による場合の記述は、全て上記の発注者

の承諾を得たことを前提として行われるものである。

５）その他
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本業務の契約書（案）、特記仕様書（案）、見積心得（案）は別添○から別添○の

とおりである。

２．技術提案書の作成及び記載上の留意事項

１）技術提案書作成上の基本事項

プロポーザルは設計業務における具体的な取組方法について提案を求めるもので

あり、当該業務の具体的な内容や成果品の一部（図面、模型写真、透視図等）の作

成や提出を求めるものではない。具体的な設計作業は、契約後に技術提案書に記載

された具体的な取組方法を反映しつつ、発注者が提示する資料に基づいて発注者と

協議の上開始することとする。本要請書において記載した事項以外の内容を含む技

術提案書については、提案を無効とする場合があるので注意すること。

２）技術提案書の作成方法

技術提案書の様式は、別添－○（様式１～８、Ａ４判）に示されるとおりとする。

【本通達別紙１３－３を参考として、別添－○を作成すること。】

３）記入要領及び注意事項

(a)管理技術者及び主任技術者の経験及び能力（様式２、様式３）

管理技術者（様式２）、記載を求める各主任担当技術者（様式３）について、下

記に従い記載する。

①氏名

技術者の氏名を記載する。

②生年月日

技術者の生年月日及び年齢（提出時現在）を記載する。

③所属、役職

技術者の所属する組織及び役職を記載する。

④保有資格等

技術者の保有する資格のうち、「５．技術提案書を特定するための評価基

準」における「資格評価表」（以下「資格評価表」という。）に記載された当

該分野の資格を記入する。

⑤○年○月以降の同種又は類似業務の実績

該当する業務実績について、以下の項目を記載する。

・業務名称及びPUBDIS（※）登録の有無。（有又は無のどちらかに○をつ

ける。）有の場合は当該業務を登録した時点で所属していた設計事務

所等のPUBDIS会社コード。

・発注者（再委託を受けた業務の場合、契約相手方を記載し、( )内に

事業主を記載する。）

・受注形態（単独又は共同体のうち該当するものに○をつける。共同体

の場合は他の構成員を（ ）内に記載すること。）

・業務概要（同種、類似のうち該当するものに○をつける。また、対象

施設の施設用途及び規模・構造を記載する。あわせて分担業務分野及

び携わった立場（管理技術者、主任担当技術者、担当技術者又はこれ

らに準ずる立場）を記載する。）

・施設完成年月

※PUBDISとは、（社）公共建築協会の「公共建築設計者情報システム」のことをいう。

記載する件数は３件とするが、この際同種業務の実績を優先するものと
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し、同種又は類似業務の実績が３件に満たない場合は実績のある同種又は類

似業務のみを記入して後は空欄とする。なお、記載した業務については契約

書の写しを提出すること。ただし、当該業務が、PUBDISに登録されている場

合は、技術提案書にPUBDISに登録された業務名及び当該業務実績を登録して

ある設計事務所等のPUBDISでの「会社コード」を記載すれば、契約書の写し

を提出する必要はない。

「○年○月以降の同種又は類似業務の実績」とは、以下の（い）～（は）

全ての項目に該当する実績をいう。なお、海外の実績についても条件を満

たしていれば実績として記載できる。

（い）○年○月以降に完成した施設の設計業務実績【業務内容に応じて、

基本設計から行った業務に限る等の条件を適宜設定する。】

（ろ）本業務において担当する分担業務分野での設計業務実績（ただし、

管理技術者又はこれに準ずる立場としての業務実績を有する場合

は、当該業務の主たる分担業務分野についても業務実績を有するこ

ととして扱うことができる。）

（は）以下を満たす施設の設計業務実績

(ｱ)同種業務の実績における対象施設は、【業務内容に応じて適宜設

定する。】とする。

(ｲ)類似業務の実績における対象施設は、【業務内容に応じて適宜設

定する。】とする。

⑥○年○月以降に担当した○○地方整備局発注の業務実績

下記に該当する業務実績について、以下の項目を記載する。

・業務名

・受注形態（単独、共同体、協力事務所のうち該当するものに○をつけ

る。あわせて、共同体の場合は他の構成員を、協力事務所の場合は再

委託を受けた契約相手方を（ ）内に記載すること。）

・分担業務分野及び携わった立場

・履行期間

なお、複数の実績がある場合は最新の実績○件【業務内容に応じて適宜設

定する。】を記載すること。

「過去○年間に担当した○○地方整備局発注の業務実績」とは、下記（い）、

（ろ）両項目に該当する業務実績をいう。

（い）○年○月以降に契約履行が完了した○○地方整備局発注の設計業

務のうち、営繕事業に係る業務の実績

（ろ）管理技術者として携わったことのある設計業務実績又は本業務に

おいて担当する分担業務分野の主任担当技術者として携わったこと

のある設計業務実績

⑦手持業務の状況

令和○年○月○日現在における手持ちの設計業務（特定後未契約のものも

含む。）について、以下の項目を記載する。

・業務名

・発注者（再委託を受けている業務の場合、契約相手方を記載し、 (

)内に事業主を記載する。）
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・受注形態（単独又は共同体のうち該当するものに○をつける。共同体

の場合は他の構成員を（ ）内に記載すること。）

・業務概要（対象施設の施設用途及び規模・構造を記載する。あわせて

携わっている分担業務分野及び立場（管理技術者、主任担当技術者、

担当技術者又はこれらに準ずる立場）を記載する。）

・履行期間

【評価項目を追加する場合は、各項目についての説明を記載すること。以下に

例を示す。】

⑧過去の受賞歴

過去に携わった建築関係建設コンサルタント業務のうち、受賞歴があるも

のについて、賞の名称、受賞年月、対象施設の名称、施設用途及び規模・構

造、共同体の場合は構成員を記載する。なお、対象施設が完成していない場

合（設計競技の入選（佳作を含む。）作品等を含む。）も対象とする。技術提

案書の提出時に技術者の受賞実績がわかるもの（賞状のコピー、掲載された

雑誌のコピー等）を添付すること。

⑨過去の同種又は類似業務の実績の技術的評価

様式○に、過去の同種又は類似業務の実績内容を記入し、写真（外観、内

観各一点）、図面（配置図、主要階平面図各一点。なお、Ａ３以下に縮小す

ること。）を添付すること。なお、写真はカラーコピーとしても良い。

(b)協力事務所の名称等（様式４）

業務の一部を再委託する場合には、協力事務所の名称、再委託する理由及び

内容等を様式に従い記入すること。（主任担当技術者の記載を求めない分野を再

委託する場合においても記入すること。）

(c)新たな分担業務分野の追加（様式５）

技術提案書の提出者において新たな分担業務分野を追加する場合は、下記項

目を様式に従い記入すること。

① 新たに追加する分担業務分野

② 新たに追加する分担業務分野の具体的な業務内容

③ 分担業務分野を追加する理由

④ 主任担当技術の経歴等

(a)の説明に同じ。「○年○月以降【10年前を標準とするが、業務内容に

応じて適宜設定すること。】の当該分野における業務の実績」については、

該当する業務のうち、最新のもの３件を記載すること。また、「施設等概要

及び担当した分担業務分野の内容」には、当該施設概要及び携わった分担

業務分野の業務内容を具体的に記載すること。

(d)担当技術者の経験及び能力（様式６）

5．技術提案書を特定するための評価基準において評価対象としている各分野

に配置予定の担当技術者について、下記項目を記入する。

①担当する分担業務分野

②所属及び役職

③氏名
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④年齢

⑤保有資格（保有する資格のうち、資格評価表の当該分野でもっとも評価の

高いものを一つ記載する。）及び実務経験年数（当該分担業務分野での設

計業務の実務経験年数とする。）

⑥同種又は類似業務の実績（(a)の説明に同じ。）

記載にあたっては下記に留意すること。

・評価の対象となるのは5．で提示された「評価対象とする各分野の担当技

術者数」に記載された人数のみとするので、原則としてこの人数にあわ

せて記載すること。

・配置予定の担当技術者が評価対象とする人数に満たない場合は、配置予

定の担当技術者のみを記載し、後は空欄とすること。

・配置予定の担当技術者が評価対象とする人数を超える場合に、評価対象

人数以上の担当技術者について記載することは差し支えないが、この場

合記載された担当技術者のうち、評価の低い者の評価点を採用すること

とする。

・評価対象としていない分野及び提出者において新たな分担業務分野を追

加した場合、当該分野の担当技術者の評価は行わないので記載の必要は

ない。

(e)業務実施方針及び手法（様式７）

（様式７）

業務の実施方針、取組体制、設計チームの特徴、特に重視する設計上の配慮

事項（様式８に記載する内容を除く。）、その他の業務実施上の配慮事項等を簡

潔に記述する。この際、技術提案書の提出者（設計共同体の構成員、協力事務

所を含む。）を特定することができる内容の記述（具体的な社名等）を記載して

はならない。

(f)特定のテーマに対する業務実施方針及び手法（様式８）

以下の項目に関する提案を記載する。

①【業務内容に応じて適宜設定する。】

②【 同 上 】

③【 同 上 】

【枚数、字数の制限を指定する。】

(a)～(d)について、必要に応じてヒアリング時等に実績の具体的な内容を

確認することがある。

(e)～(f)の記載にあたっては以下の事項に留意すること。

（い）提案は、文章での表現を原則とし、基本的考え方を簡潔に記述する

こと。

（ろ）視覚的表現については、文章を補完するために必要最小限な範囲に

おいてのみ認めるが、具体的な建物の設計またはこれに類するものに

基づいた表現をしてはならない。（表現の許容範囲については別添○参

照。【別途、別添○を作成すること。】）
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（は）具体的な設計図、模型（模型写真を含む。）、透視図等（コンピュー

ターグラフィックスによるものを含む。）を使用してはならない。

（に）技術提案書の提出者（設計共同体の構成員、協力事務所を含む）を

特定することができる内容の記述（具体定な社名等）を記載してはな

らない。

４）技術提案書の無効

提出書類について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合

（PUBDISに虚偽のデータを登録している場合を含む。）は無効とする事がある。

５）既存資料の閲覧【注：既存資料の閲覧を認める場合のみに記述する。】

技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲覧することができる。

①資料名 ：○○○○設計図

②閲覧場所：国土交通省○○地方整備局営繕部○○課

③閲覧期間：技術提案書の提出期限の前日までの毎日。ただし行政機関の休日

に関する法律（昭和63年法律第91号）第 1 条に規定する行政機関

の休日（以下「休日」という。）を除く。

○時～○時の間。

３．技術提案書の提出方法、提出先及び提出期限

１）技術提案書の提出意思確認書

①提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札方式による

場合は電子メール等（着信を確認すること。）によること。

②提出先 ：国土交通省〇〇地方整備局総務部契約課○○係

住所 〒○○○-○○○○ ○○県○○市○○町○－○

ＴＥＬ ○○○－○○○－○○○○（内線○○○○）

電子メール ○○○＠○○○．○○．○○

③提出期限：提出要請書の送付書に明示した期限とする。

２）技術提案書

①提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札方式による

場合は〇部を持参若しくは郵送（書留郵便に限る。受領期限までに

必着のこと。）又は１部を電子メール等（着信を確認すること。）で

提出すること。なお、電子メールで提出する場合は以下による。こ

れ以外での提出は無効とする。

・使用可能なソフトは以下のとおり。

①【ファイル形式等を適宜設定すること。】

・ファイル総量は１メガバイト以内とすること。

・プリントアウト時にＡ４判で規定の枚数内となるように設定し

ておくこと。なお、送信された技術提案書のプリントアウト

は白黒印刷で、複製を作成する場合は白黒複写で行う。

②提出先 ：１）の提出先に同じ。

③提出期限：令和○年○月○日（○） ○○時

④その他

求めていない書類、図面等については受理しない。
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４．提出要請書の内容についての質問の受付及び回答

１）質問は電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札方式による場合は

持参、郵送（書留郵便に限る。）又は電子メール等（着信を確認すること。）による

こと。なお、文書には回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話番号及び電子メー

ルアドレスを併記するものとする。

①質問の受付担当課：３．１）の提出先に同じ。

②質問の受付期間 ：令和○年○月○日（○） ○○時 より

令和○年○月○日（○） ○○時 まで

２）質問に対する回答は、質問を受理した日から７日（休日を除く。）以内に電子入札

システムにより行う。ただし、紙入札方式による場合は質問者に対して電子メール

等により行うほか、質問者以外の全ての参加者に対し電子メール等により送付する。

５．技術提案書を特定するための評価基準

１）技術提案書の評価項目、判断基準、ならびに評価のウェートは、以下のとおりで

ある。

【標準評価項目】

評価項目 評価の着目点 評価の

判断基準 ｳｪｰﾄ

資格 専門分野の技術者資格 各担当分野について、資格の内容を 管理技術者 ○○

資格評価表により評価する。 主任担当 ◎◎ ○○

技術者 △△ ○○

◇◇ ○○

担当 ◎◎ ○○

技術者 △△ ○○

◇◇ ○○

技術力 ○年○月以降（※１）の同種 以下の順で評価する。 管理技術者 ○○

又は類似業務の実績（実 ①同種業務の実績がある。 主任担当 ◎◎ ○○

績の有無及び件数、携わ ②類似業務の実績がある。 技術者 △△ ○○

った立場） 上記に加え、実績の立場を下記の順 ◇◇ ○○

で評価する。 担当 ◎◎ ○○

評価対象とする ●管理技術者の場合 技術者 △△ ○○

各分担業務分野の ①管理技術者又はこれに準ずる立場 ◇◇ ○○

担当技術者数（※２） ②主任担当技術者又はこれに準ずる ※当該担当者等へ

◎◎分野：○人 立場 のヒアリングによ

△△分野：○人 ③担当技術者又はこれに準ずる立場 り内容を確認する

◇◇分野：○人 ●主任担当技術者の場合 ことがある。

①主任担当技術者又はこれに準ずる

立場

②担当技術者又はこれに準ずる立場

○年○月以降（※3）に担当 以下の順で評価する。 管理技術者 ○○

した○○地方整備局発注 ①○点以上の実績がある。(加点) 主任 ◎◎ ○○

業務の成績評価（複数の実 ②①、④以外の実績がある。(加点) 担当 △△ ○○

績がある場合は、評価点の平 ③実績が無い。(0点) 技術者 ◇◇ ○○
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均） ④○点未満の実績がある。(減点)

経験年数 経験年数を評価する。 管理技術者 ○○

主任担当 ◎◎ ○○

技術者 △△ ○○

◇◇ ○○

担当 ◎◎ ○○

技術者 △△ ○○

◇◇ ○○
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業務実施方針及 業務の理解度及び 業務内容、業務背景、手続の理解が高く、積極性が見

び手法 取組意欲 られる場合に優位に評価する。 ○○

（評価にあたっては

技術提案書の内容及 業務の実施方針 業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視する

びヒアリングの結果 設計上の配慮事項等について（ただし、特定テーマに

により総合的に判断 対する内容を除く。）、的確性、独創性、実現性等を総

を行う。（※4）） 合的に評価する。 ○○

特定テーマ ① テーマ①について、その的確性（与条件との整合性が

に対する 取れているか等）、独創性（工学的知見に基づく独創 ○○

技術提案 的な提案がされているか等）、実現性（提案内容が理

論的に裏付けられており、説得力のある提案となって

いるか等）を考慮して総合的に評価する。

② テーマ②について、同上。 ○○

③ テーマ③について、同上。 ○○

合計 ○○

【※１ 「○年○月以降」は10年前を標準とするが、業務内容に応じて適宜設定すること。】

【※２ 評価対象とする担当技術者数の設定にあたっては、業務内容、業務量等を勘案の上、特定の提

出者に有利又は不利になることのないように設定すること。】

【※３ 「○年○月以降」は５年前を標準とするが、業務内容に応じて適宜設定すること。】

【※４ 都合によりヒアリングを実施しない場合は記載しない。】

【業務内容に応じて、適宜、評価項目、評価の着目点等を追加、削除、変更すること。なお、評価のウ

ェートは重み付けをあらわすものであり、必ずしも合計を100点とする必要はない。】

【追加評価項目】

【業務内容に応じて評価項目を追加することは差し支えないが、その場合項目を追加した理由を明確に

しておくこと。ただし、昭和54年建設省告示1206号において「建築士事務所の開設者がその業務に関し

て請求することのできる報酬の基準」が定められていることから、参考見積書等の提出は特別な理由の

無い限り行わないこととする。以下に追加評価項目の例を示す。】

評価項目 評価の着目点 評価の

判断基準 ｳｪｰﾄ

技術力 過去の受賞歴（ただし、 以下の順で評価する。受賞歴が無 管理技術者 ○○

建築関係建設コンサルタ い場合は加点しない。 主任担当 ◎◎ ○○

ント業務に係る賞に限 ①過去に複数の受賞歴がある。 技術者 △△ ○○

る。） ②過去に1度受賞歴がある ◇◇ ○○

過去の同種又は類似業務 実績の写真、図面等を基に総合的 管理技術者 ○○

の実績の技術的評価 に判断する。 主任担当 ◎◎ ○○

技術者 △△ ○○

◇◇ ○○
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資格評価表

分担業務分野 評価する資格（番号の順に評価する。）

管理技術者 【当該業務が建築士法第３条に規定される一級建築士でなければで

きない設計業務の場合は記載しない。】

【業務内容に応じて適宜設定する。】

建築・構造 ①一級建築士 ②二級建築士 ③その他

電気 ①建築設備士、技術士、一級建築士 ②一級電気工事施工管理技士

③二級電気工事施工管理技士 ④その他

機械 ①建築設備士、技術士、一級建築士 ②一級管工事施工管理技士

③二級管工事施工管理技士 ④その他

※海外の資格については、当該資格と同等であると判断できる説明資料を提出した場合、同等の評価を

行う。

※「技術士」の資格は当該分野における技術士とする。

※「その他」とは、当該分野における技術者資格とする。

【業務内容に応じて、適宜分担業務分野、評価する資格を追加、削除、変更すること。】

３）特定された者に対しては、電子入札システムにより通知する。ただし、紙入札方

式による場合は書面により通知する。

６．ヒアリング

１）以下のとおりヒアリングを行う。

①実施場所：○○地方整備局 ○階 ○○室

②実施日時：令和○年○月○日から令和○年○月○日○日の間。別途指定する。

③出 席 者：【出席者（管理技術者、○○担当主任技術者等）を指定する。】

なお、原則として代理者の出席及び指定された者以外の者の出席は

認めない。

２）ヒアリングの日時、留意事項等は別途通知する。

３）ヒアリング時の説明に際しては、提出した技術提案書のみを使用すること。提出

した技術提案書以外の資料を使用した場合、提出された技術提案書は無効となる。

また、ヒアリング時の追加資料は受理しない。

４）ヒアリングに出席しない場合は受注意思がないものとみなし、原則として特定し

ない。ただし、病気、交通機関の事故等真にやむを得ない理由で出席できないと

判断される場合はこの限りではないので、該当する場合はその旨を理由と共に書

面（書式自由、ただしＡ４判とする。）にて提出すること。

７．非特定理由に関する事項

１）提出された技術提案書が特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨と、

その理由（非特定理由）を電子入札システムにより通知する。ただし、紙入札方

式による場合は書面（非特定通知書）をもって、○○地方整備局長から通知する。

２）上記１）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（休日を除

く。）以内に電子入札システムにより、〇〇地方整備局長に対して非特定理由につ

いて説明を求めることができる。ただし、書面による通知を受けた者は、書面（様

式は自由）を持参、郵送（書留郵便に限る。）又は電子メール等（着信を確認する

こと。）によること。
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３）上記２）の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して10日以

内に、電子入札システムにより行う。ただし、書面により提出された者に対して

は書面により行う。

４）非特定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。

①受付場所：３．１）の提出先と同じ。

②受付時間：○時～○時まで。

８．契約書作成の要否

要。別添○の契約書（案）により契約書を作成するものとする。

８．支払条件

前金払い ○○○○【前払い金の比率等必要事項を記載すること。】

９．その他

１）本手続において使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び

計量法によるものとする。

２）技術提案書の作成、提出及びヒアリングに関する費用は、提出者の負担とする。

３）技術提案書に虚偽の記載をした場合には、技術提案書を無効とするとともに、虚

偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行うことがある。

４）2.2)の同種又は類似業務の実績については、我が国及びＷＴＯ政府調達協定締約

国その他建設市場が開放的であると認められる国以外の国又は地域に主たる営業

所を有する建設コンサルタント等にあっては、我が国における同種又は類似業務

の業務実績をもって判断するものとする。

５）本件業務を受注した建設コンサルタント（再委託先の協力事務所を含む。以下同

じ。）及び本業務を受注した建設コンサルタントと資本・人事面等において関連が

あると認められた製造業者又は建設業者は、本業務に係る工事の入札に参加し又

は当該工事を請負うことができない。

６）技術提案書提出後において、原則として技術提案書に記載された内容の変更を認

めない。また、技術提案書に記載した配置予定の技術者は、原則として変更でき

ない。ただし、病休、死亡、退職等のやむをえない理由により変更を行う場合に

は、同等以上の技術者であるとの発注者の了解を得なければならない。

７）契約保証金

契約保証金 納付（保管金の取扱店 ○○○）。ただし、利付き国債の提供（保管

有価証券の取扱店 ○○○）又は金融機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官

庁○○地方整備局）をもって契約保証金の納付に代えることができる。

また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結

を行った場合は、契約保証金を免除する。

【契約保証を付す場合に記載する。】

８）契約書作成の要否 要

９）当該業務に直接関連する他の設計業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手方

との随意契約により締結する予定の有無 有（○○実施設計業務）【工事監理業務

は、随意契約の予定の有無に関わらず対象としないこと。】

10）技術提案書の取扱い

① 提出された技術提案書を、発注者の了解なく公表､使用してはならない。

② 特定されなかった技術提案書は、電子入札システムにより提出した場合には

電子入札システムから技術提案書を削除する。紙入札方式ににより提出した場
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合には、○○地方整備局において破棄するが、提出者の希望がある場合には返

却する。返却を希望する場合は、その旨を技術提案書に記載すること。記載無

き場合は返却の希望がないものとみなす。

③ 提出された技術提案書は、技術提案書の特定以外に無断で使用しない。

11）その他

技術提案書の作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解なく公表、

使用してはならない。

（注）

１．【 】を付した部分は、技術提案書提出要請書作成上の留意事項等を示した注釈

である。



参 考 技術提案書の評価基準の例

評価 評価の着目点 評価のｳｪｰﾄ

項目 判断基準 小計

資格 専門分野の技術者資格 各担当分野について、資格の内容を 主任担当 建築 ３

資格評価表により評価する。 技術者 構造 ２

電気 ２

機械 ２

担当 建築 ２

技術者 構造 １

電気 １

機械 １ １４

技術力 平成８年12月以降の同 以下の順で評価する。 管理技術者 ５

種 ①同種業務の実績がある。 主任担当 建築 ３

又は類似業務の実績 ②類似業務の実績がある。 技術者 構造 ２

(実績の有無及び件数、 上記に加え、実績の立場を下記の順 電気 ２

携わった立場) で評価する。 機械 ２

●管理技術者の場合 担当 建築 ２

評価対象とする ①管理技術者又はこれに準ずる立場 技術者 構造 １

各分担業務分野の ②主任担当技術者又はこれに準ずる 電気 １

担当技術者数 立場 機械 １

建築分野：２人 ③担当技術者又はこれに準ずる立場 ※当該業務の担当

構造分野：１人 ●主任担当技術者の場合 者等にアリング時

電気分野：１人 ①主任担当技術者又はこれに準ずる に内容を確認るこ

機械分野：１人 立場 とがある。 １９

②担当技術者又はこれに準ずる立場

平成13年12月以降に担 以下の順で評価する。 管理技術者 １

当した○○地方整備局 ①70点以上の実績がある。(加点) 主任担当 建築 １

営繕部発注業務の成績 ②①、④以外の実績がある。(加点) 技術者 構造 １

評価（複数の実績があ ③実績が無い(0点) 電気 １

る場合は評価点の平 ④60点未満の実績がある。(減点) 機械 １ ５

均）

経験年数 経験年数を評価する。 管理技術者 ２

主任担当 建築 ２

技術者 構造 ２

電気 ２

機械 ２

担当 建築 １

技術者 構造 １

電気 １

機械 １ １４

業務実施方針 業務の理解度 業務内容、業務背景、手続の理解が高い場合に優位に

及び手法 及び取組意欲 評価する。 ６

(評価にあたって

は技術提案書の 業務の 業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視する

内容及びヒアリ 実施方針 設計上の配慮事項等について（ただし、特定テーマに

ングの結果によ 対する内容を除く。）、的確性、独創性、実現性等を

り総合的に判断 総合的に評価する。 10

を行う。） 特定テーマ ①テーマ①について、その的確性（与条件との整合性が

に対する 取れているか等）、独創性（工学的知見に基づく独創

技術提案 的な提案がされているか等）、実現性（提案内容が理

論的に裏付けられており、説得力のある提案となって

いるか等）を考慮して総合的に評価する。 ９

②テーマ②について、同上。 ９ ４３

③テーマ③について、同上。 ９

合計 １００
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公募型及び簡易公募型プロポーザル方式の説明書例

（建築関係建設コンサルタント業務の場合）

【本説明書例は、調査・設計業務を想定したものである。随意契約の見直し計画において

プロポーザル方式へ移行することとされた業務〔参加者の有無を確認する公募手続を経た

ものも含む。〕（広報業務等）等については、業務内容に応じて、最適な者を選定できるよ

う必要な要件を適宜設定すること。】

○○○○設計業務説明書

１．業務の概要

１）業務内容

【別紙６－３技術提案書提出要請書例（建築関係建設コンサルタント業務の場

合）の1.1)に同じ】

２）履行期間

履行期間は、以下のとおり予定している。

契約締結の翌日から令和○年○月○日

３）業務実施上の条件

（１）①に掲げる資格を満たしている単体企業又は、②に掲げる資格を満たしている

設計共同体であること。

①単体企業

（イ）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条及び第71条の規定

に該当しない者であること。

（ロ）○○地方整備局における○○業務に係る一般競争（指名競争）参加資

格の認定を受けていること。

（ハ）○○地方整備局長から、建設コンサルタント業務等に関し指名停止を

受けている期間中でないこと。

（ニ）建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事

務所の登録を行っていること。

②設計共同体

①に掲げる条件を満たしている者により構成される設計共同体であって、

「競争参加者の資格に関する公示」（令和○年○月○日付け○○地方整備局

長）に示すところにより○○地方建設局長から○○○○基本設計業務に係る

設計共同体としての競争参加者の資格（以下「設計共同体としての資格」と

いう。）の認定を受けているものであること。

（２）管理技術者（※１）は一級建築士であること。【当該業務が建築士法第３条に規

定されている一級建築士でなければできない設計業務の場合に記載する。それ以

外の場合は業務内容に応じて求める資格を適宜設定することとする。ただし、業

務内容によっては、資格要件の設定を行わないことができる。】

（３）管理技術者及び主たる分担業務分野(※３)（建築分野【業務内容に応じて適宜設

定すること。】）の主任担当技術者（※２）は、参加表明書及び技術提案書の提出者

の組織に所属していること。

（４）管理技術者及び記載を求める各主任担当技術者はそれぞれ１名であること。

（５）管理技術者が記載を求める各主任担当技術者を兼任していないこと。また、記
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載を求める主任担当技術者が記載を求める他の分担業務分野の主任担当技術者を

兼任していないこと。【業務内容により兼任を認める必要性が高いと判断される場

合は、当該分野のうち主要な分担業務分野についてのみ、担当主任技術者の技術

提案書への記載を求める。】

（６）管理技術者及び記載を求める各主任担当技術者の手持業務について、携わって

いる設計業務（特定後未契約のものも含む。）が、原則として○件未満【業務内容

に応じて適宜設定する。】であること。

（７）管理技術者及び記載を求める各主任担当技術者は、○年○月以降【10年前を標

準とするが、業務内容等に応じて適宜設定する。】に同種又は類似業務に携わった

実績があること。

（８）主たる分担業務分野（○○分野）のうち積算に関する業務を除く業務を再委託

しないこと。

（９）○○分野、△△分野において、参加表明書及び技術提案書の提出者又は協力事

務所が、他の参加表明書及び技術提案書の提出者の協力事務所となっていないこ

と。【対象となる分担業務分野は、原則として主任担当技術者の記載を求める分野

とするが、地方整備局等管内において、当該分野の業務を実施できる協力事務所

が極めて少ないと判断される場合はこの限りではない。業務内容に応じて適宜設

定すること。】

（10）再委託先である協力事務所が○○地方整備局の建設コンサルタント業等一般競

争（指名競争）参加資格者である場合には、当該協力事務所が指名停止期間中で

ないこと。

（11）設計共同体の場合は以下を満たしていること。

①設計共同体は、各構成員が優れた技術を有する分野を分担するものとし、必

要以上に細分化しないこと。

②管理技術者は、設計共同体の代表者に所属していること。

③一の分担業務分野を複数の構成員が共同して実施しないこと。

④一の構成員が新たに設定した分担業務分野のみを担当する場合は、当該分野

の主任担当技術者が当該分野における業務実績を有していること。

（12）【その他、業務内容に応じて条件を設定する必要がある場合は記載する。】

注：※１ 「管理技術者」とは、「建築設計業務委託契約書」（平成10年10月1日建設省厚

契発第37号）第16条の定義による。

※２ 「主任担当技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技

術者を総括する役割を担う者をいう。

※３ 分担業務分野の分類は下記による。なお、参加表明書及び技術提案書の提出

者においてこれ以外の分野を追加することは差し支えないが、その場合（様式

５)に従い当該分野の業務内容及び分野を追加する理由等を明確にしておくこ

と。

ただし、この場合において当該分野の技術者の評価は行わないが、当該分野

の主任担当技術者は「記載を求める主任担当技術者」の要件を満たしてなけれ

ばならない。

なお、下記の分担業務分野を分割して新たな分野として設定してはならない。
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分担業務分野 業務内容

建 築 平成21年国土交通省告示第15号別添一第

１項第一号及び第二号において示される

「設計の種類」における「総合」

構 造 同上「構造」

電 気 同上「設備」のうち、「電気設備」に係

るもの

機 械 同上「設備」のうち、「給排水衛生設備」、

「空調換気設備」及び「昇降機等」に係

るもの

【業務内容に応じて、適宜分担業務分野を追加、削除すること。】

４）電子入札システム対象業務

本業務は、資料の提出等を電子入札システムにより行う対象業務である。なお、

電子入札システムにより難いやむを得ない理由がある場合には、別紙の紙入札方式

参加承諾書を提出し、発注者の承諾を得るものとする。

以下、本提出要請書において紙入札方式による場合の記述は、全て上記の発注者

の承諾を得たことを前提として行われるものである。

５）その他

本業務の契約書（案）、特記仕様書（案）、見積心得（案）は別添○から別添○のと

おりである。

２．担当部局

国土交通省○○地方整備局総務部契約課○○係

住所 〒○○○-○○○○ ○○県○○市○○町○－○

ＴＥＬ ○○○－○○○－○○○○（内線○○○○）

電子メール ○○○＠○○○．○○．○○

３．参加表明書の作成及び記載上の留意事項

１）参加表明書の作成要領

参加表明書の様式は、別添－○（様式１～５、Ａ４判）に示されるとおりとする。

【注:本通達別紙１０－３を参考として、別添－○を作成すること。】

２）参加表明書の作成及び記載上の留意事項

(a) 管理技術者及び主任担当技術者の経験及び能力（様式２、３）

管理技術者（様式２）、記載を求める各主任担当技術者（様式３）について、下

記に従い記載する。

① 氏名

技術者の氏名を記載する。

② 生年月日

技術者の生年月日及び年齢（提出時現在）を記載する。

③ 所属、役職

技術者の所属する組織及び役職を記載する。

④ 保有資格等

技術者の保有する資格のうち、「６．技術提案書を特定するための評価基



準」における「資格評価表」（以下「資格評価表」という。）に記載された当

該分野の資格を記入する。

⑤ ○年○月以降の同種又は類似業務の実績

該当する業務実績について、以下の項目を記載する。

・業務名称及びPUBDIS（※）掲載の有無。（有又は無のどちらかに○をつ

ける。）有の場合は当該業務を登録した時点で所属していた設計事務

所等のPUBDISの「会社コード」。

・発注者（再委託を受けた業務の場合、契約相手方を記載し、( )内に

事業主を記載する。）

・受注形態（単独又は共同体のうち該当するものに○をつける。共同体

の場合は他の構成員を（）内に記載すること。）

・業務概要（同種、類似のうち該当するものに○をつける。また、対象

施設の施設用途及び規模・構造を記載する。あわせて分担業務分野及

び携わった立場（管理技術者、主任担当技術者、担当技術者又はこれ

らに準ずる立場）を記載する。）

・施設完成年月

※PUBDISとは、（社）公共建築協会の「公共建築設計者情報システム」のことをいう。

記載する件数は３件とするが、この際同種業務の実績を優先するものと

し、同種又は類似業務の実績が３件に満たない場合は実績のある同種又は類

似業務のみを記入して後は空欄とする。なお、記載した業務については契約

書の写しを提出すること。ただし、当該業務が、PUBDISに登録されている場

合は、技術提案書にPUBDISに登録された業務名及び当該業務実績を登録した

時点で所属していた設計事務所等のPUBDISの「会社コード」を記載すれば、

契約書の写しを提出する必要はない。

「○年○月以降の同種又は類似業務の実績」とは、以下の（い）～（は）

全ての項目に該当する実績をいう。なお、海外の実績についても条件を満

たしていれば実績として記載できる。

（い）○年○月以降に完成した施設の設計業務実績【業務内容に応じて、

基本設計から行った業務に限る等の条件を適宜設定する。】

（ろ）本業務において担当する分担業務分野での設計業務実績（ただし、

管理技術者又はこれに準ずる立場としての業務実績を有する場合は、

当該業務の主たる分担業務分野についても業務実績を有することとし

て扱うことができる。）

（は）以下を満たす施設の設計業務実績

(ｱ)同種業務の実績における対象施設は、【業務内容に応じて適宜設

定する。】とする。

(ｲ)類似業務の実績における対象施設は、【業務内容に応じて適宜設

定する。】とする。

⑥ ○年○月以降に担当した○○地方建設局発注の業務実績

下記に該当する業務実績について、以下の項目を記載する。

・業務名

・受注形態（単独、共同体、協力事務所のうち該当するものに○をつけ
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る。あわせて、共同体の場合は他の構成員を、協力事務所の場合は再

委託を受けた契約相手方を（ ）内に記載すること。）

・分担業務分野及び立場

・履行期間

なお、複数の実績がある場合は最新の実績○件【業務内容に応じて適宜設

定する。】を記載すること。

「過去○年間に担当した○○地方整備局発注の業務実績」とは、下記（い）、

（ろ）両項目に該当する業務実績をいう。

（い）○年○月以降に契約履行が完了した○○地方整備局発注の設計業

務のうち、営繕事業に係る業務の実績

（ろ）管理技術者として携わったことのある設計業務実績又は本業務に

おいて担当する分担業務分野の主任担当技術者として携わったこと

のある設計業務実績

⑦ 手持業務の状況

令和○年○月○日現在における手持ちの設計業務（特定後未契約の業務を

含む。）について、以下の項目を記載する。

・業務名

・発注者（再委託を受けている業務の場合、契約相手方を記載し、 (

)内に事業主を記載する。）

・受注形態（単独又は共同体のうちいずれかに○をつける。共同体の場

合は他の構成員を（ ）内に記載すること。）

・業務概要（対象施設の施設用途及び規模・構造を記載する。あわせて

携わっている分担業務分野及び立場（管理技術者、主任担当技術者、

担当技術者又はこれらに準ずる立場）を記載する。）

・履行期間

【評価項目を追加する場合は、各項目についての説明を記載すること。以下に

例を示す。】

⑧ 過去の受賞歴

過去に携わった建築関係建設コンサルタント業務のうち、受賞歴があるも

のについて、賞の名称、受賞年月、対象施設の名称、施設用途及び規模・構

造、共同体の場合は構成員を記載する。なお、対象施設が完成していない場

合（設計競技の入選（佳作を含む。）作品等を含む。）も対象とする。技術提

案書の提出時に技術者の受賞実績がわかるもの（賞状のコピー、掲載された

雑誌のコピー等）を添付すること。

⑨ 過去の同種又は類似業務の実績の技術的評価

様式○に、過去の同種又は類似業務の実績内容を記入し、写真（外観、内

観各一点）、図面（配置図、主要階平面図各一点。なお、Ａ３以下に縮小す

ること。）を添付すること。なお、写真はカラーコピーとしても良い。

(b) 協力事務所の名称等（様式４）

業務の一部を再委託する場合には、協力事務所の名称、再委託する理由及び

内容等を様式に従い記入すること。（主任担当技術者の記載を求めない分野を再

委託する場合においても記入すること。）
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(c) 新たな業務分野の追加（様式５）

技術提案書の提出者において新たな分担業務分野を追加する場合は、下記項

目を様式に従い記入すること。

① 新たに追加する分担業務分野

② 新たに追加する分担業務分野の具体的な業務内容

③ 分担業務分野を追加する理由

④ 主任担当技術者の経験及び能力

(a)の説明に同じ。「○年○月以降【10年前を標準とするが、業務内容に

応じて適宜設定すること。】の当該分野における業務の実績」については、

該当する業務のうち、最新のもの３件を記載すること。また、「施設等概要

及び担当した分担業務分野の内容」には、当該施設概要及び業務内容を具

体的に記載すること。

３）参加表明書の無効

提出書類について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合

（PUBDISに虚偽のデータを登録している場合を含む。）は無効とすることがある。

４．参加表明書の提出方法及び提出期限

１）提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札方式による場

合は〇部を持参若しくは郵送（書留郵便に限る。受領期限までに必着

のこと。）又は１部を電子メール等（着信を確認すること。）で提出す

ること。なお、電子メールで提出する場合は以下による。これ以外で

の提出は無効とする。

・使用可能なソフトは以下のとおり。

①【ファイル形式等を適宜設定すること。】

・ファイル総量は１メガバイト以内とすること。

・プリントアウト時にＡ４判で規定の枚数内となるように設定し

ておくこと。なお、送信された技術提案書のプリントアウト

は白黒印刷で、複製を作成する場合は白黒複写で行う。

２）提出先 ：２．に同じ

３）提出期限：令和○年○月○日（○） ○時まで

５．説明書の内容についての質問の受付及び回答

１）質問は、電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札方式による場合

は持参、郵送（書留郵便に限る。）又は電子メール等（着信を確認すること。）によ

ること。なお、文書には回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話番号及び電子メ

ールアドレスを併記するものとする。

①質問の受付担当課：２．の提出先に同じ。

②質問の受付期間 ：令和○年○月○日（○） ○○時 より

令和○年○月○日（○） ○○時 まで

２）質問に対する回答は、質問を受理した日から７日（ただし行政機関の休日に関す

る法律（昭和63年法律第91号）第１条に規定する行政機関の休日（以下「休日」と

いう。）を除く。）以内に電子入札システムにより行う。ただし、紙入札方式による

場合は質問者に対して電子メール等により行うほか、質問者以外の全ての参加者に

別紙７－３
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対して電子メール等により送付する。

６．技術提案書の提出者を選定するための基準

１）参加表明書の評価項目、判断基準、評価のウェートは以下のとおりである。

【標準評価項目】

評価項目 評価の着目点 評価の

判断基準 ｳｪｰﾄ

資格 専門分野の技術者資格 各担当分野について、資格の内容を 管理技術者 ○○

資格評価表により評価する。 主任担当 ◎◎ ○○

技術者 △△ ○○

◇◇ ○○

技術力 ○年○月以降（※１）の同種 以下の順で評価する。 管理技術者 ○○

又は類似業務の実績（実 ①同種業務の実績がある。 主任担当 ◎◎ ○○

績の有無及び件数、携わ ②類似業務の実績がある。 技術者 △△ ○○

った立場） 上記に加え、実績の立場を下記の ◇◇ ○○

順で評価する。

●管理技術者の場合

①管理技術者又はこれに準ずる立場

②主任担当技術者又はこれに準ずる立場

③担当技術者又はこれに準ずる立場

●主任担当技術者の場合

①主任担当技術者又はこれに準ずる

立場

②担当技術者又はこれに準ずる立場

○年○月以降（※2）に担当 以下の順で評価する。 管理技術者 ○○

した○○地方建設局発注 ① ○点以上の実績がある。(加点) 主任担当 ◎◎ ○○

業務の成績評価（複数の ② ①、④以外の実績がある。(加点) 技術者 △△ ○○

実績がある場合は、評価 ③ 実績が無い。(0点) ◇◇ ○○

点の平均） ④ ○点未満の実績がある。(減点)

経験年数 経験年数を評価する。 管理技術者 ○○

主任担当 ◎◎ ○○

技術者 △△ ○○

◇◇ ○○

合計 ○○

【※１ 「○年○月以降」は10年前を標準とするが、業務内容に応じて適宜設定すること。】

【※２ 「○年○月以降」は５年前を標準とするが、業務内容に応じて適宜設定すること。】

【追加評価項目】

【業務内容に応じて評価項目を追加することは差し支えないが、その場合項目を追加した理由を明確に

しておくこと。ただし、昭和54年建設省告示1206号において「建築士事務所の開設者がその業務に関し

て請求することのできる報酬の基準」が定められていることから、参考見積書等の提出は特別な理由の

無い限り行わないこととする。以下に追加評価項目の例を示す。】
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評価項目 評価の着目点 評価

判断基準 の

ｳｪｰﾄ

技術力 過去の受賞歴（ただし、 以下の順で評価する。受賞歴が無 管理技術者 ○○

建築関係建設コンサルタ い場合は加点しない。 主任担当 ◎◎ ○○

ント業務に係る賞に限 ①過去に複数の受賞歴がある。 技術者 △△ ○○

る。） ②過去に1度受賞歴がある ◇◇ ○○

過去の同種又は類似業務 実績の写真、図面等を基に総合的 管理技術者 ○○

実績の技術的評価 に判断する。 主任担当 ◎◎ ○○

技術者 △△ ○○

◇◇ ○○

資格評価表

分担業務分野 評価する資格（番号の順に評価する。）

管理技術者 【当該業務が建築士法第３条に規定される一級建築士でなければできな

い設計業務の場合は記載しない。】

【業務内容に応じて適宜設定する。】

建築・構造 ①一級建築士 ②二級建築士 ③その他

電気 ①建築設備士、技術士、一級建築士 ②一級電気工事施工管理技士

③二級電気工事施工管理技士 ④その他

機械 ①建築設備士、技術士、一級建築士 ②一級管工事施工管理技士

③二級管工事施工管理技士 ④その他

※海外の資格については、当該資格と同等であると判断できる説明資料を提出した場合、同等の評価を

行う。

※「技術士」の資格は当該分野における技術士とする。

※「その他」とは、当該分野における技術者資格とする。

【業務内容に応じて、適宜分担業務分野、評価する資格を追加、削除、変更すること。】

２）技術提案書の提出者の選定数

技術提案書の提出者は５者程度を選定する。ただし、同評価の提出者が５者を越

えて存在する場合はこの限りではない。

７．非選定理由に関する事項

１）技術提案書の提出者として選定されなかった者に対しては、選定されなかった旨

と、その理由（非選定理由）を電子入札システムにより通知する。ただし、紙入

札方式による場合は書面（非選定通知書）をもって、○○地方整備局長から通知

する。

２）上記１）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（休日を除

く。）以内【簡易公募型の場合は５日以内とする。】に電子入札システムにより、

〇〇地方整備局長に対して非選定理由について説明を求めることができる。ただ

し、書面により通知を受けた者は、書面（様式は自由）を持参、郵送（書留郵便

に限る。）又は電子メール等（着信を確認すること。）によること。

３）上記２）の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して10日以
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内【簡易公募型の場合は５日以内】に、電子入札システムにより行う。ただし、

書面により提出された者に対しては書面により行う。

４）非選定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。

①受付場所：２．に同じ。

②受付時間：○時○分から○時○分まで。

８．技術提案書の作成及び記載上の留意事項

１）技術提案書作成上の基本事項

プロポーザルは設計業務における具体的な取組方法について提案を求めるもの

であり、当該業務の具体的な内容や成果品の一部（図面、模型写真、透視図等）の

作成や提出を求めるものではない。具体的な設計作業は、契約後に技術提案書に記

載された具体的な取組方法を反映しつつ、発注者が提示する資料に基づいて発注者

と協議の上開始することとする。本説明書において記載した事項以外の内容を含む

技術提案書については、提案を無効とする場合があるので注意すること。

２）技術提案書の作成方法

技術提案書の様式は、別添－○（様式６～８）に示されるとおりとする。

【本通達別紙１３－３を参考として、別添－○を作成すること。ただし、参加表明

書に求めた情報を技術提案書に重複して求めてはならない。】

３）記入要領及び注意事項

(a)担当技術者の経験及び能力（様式６）

10．技術提案書を特定するための評価基準において評価対象としている各分

野に配置予定の担当技術者について、下記項目を記入する。

①担当する分担業務分野

②所属及び役職

③氏名

④生年月日及び年齢（提出時現在）

⑤保有資格（保有する資格のうち、資格評価表の当該分野でもっとも評価の

高いものを一つ記載する。）及び実務経験年数（当該分担業務分野での設

計業務の実務経験年数とする。）

⑥同種又は類似業務の実績（(a)の説明に同じ。）

記載にあたっては下記に留意すること。

・評価の対象となるのは10．で提示された「評価対象とする各分野の担当

技術者数」に記載された人数のみとするので、原則としてこの人数にあ

わせて記載すること。

・配置予定の担当技術者が評価対象とする人数に満たない場合は、配置予

定の担当技術者のみを記載し、後は空欄とすること。

・配置予定の担当技術者が評価対象とする人数を超える場合に、評価対象

人数以上の担当技術者について記載することは差し支えないが、この場

合記載された担当技術者のうち、評価の低い者の評価点を採用すること

とする。

・評価対象としていない分野及び提出者において新たな分担業務分野を追

加した場合、当該分野の担当技術者の評価は行わないので記載の必要は

ない。



別紙７－３

なお、必要に応じてヒアリング時等に実績の具体的内容を確認することがあ

る。

(b)業務実施方針及び手法（様式７）

業務の実施方針、取組体制、設計チームの特徴、特に重視する設計上の配慮

事項（様式８に記載する内容を除く。）、その他の業務実施上の配慮事項等を簡

潔に記述する。この際、技術提案書の提出者（設計共同体の構成員、協力事務

所を含む。）を特定することができる内容の記述（具体的な社名等）を記載して

はならない。

(c)特定テーマに対する業務実施方針及び手法（様式８）

以下の項目に関する提案を記載する。

①【業務内容に応じて適宜設定する。】

②【 同 上 】

③【 同 上 】

【枚数、字数の制限を指定する。】

(e)及び(f)の記載にあたっては以下の事項に留意すること。

（い）提案は、文章での表現を原則とし、基本的考え方を簡潔に記述する

こと。

（ろ）視覚的表現については、文章を補完するために必要最小限な範囲に

おいてのみ認めるが、具体的な建物の設計またはこれに類するものに

基づいた表現をしてはならない。（表現の許容範囲については別添○参

照。【別途、別添○を作成すること。】）

（は）具体的な設計図、模型（模型写真を含む。）、透視図等（コンピュー

ターグラフィックスによるものを含む。）を使用してはならない。

（に）技術提案書の提出者（設計共同体の構成員、協力事務所を含む）を

特定することができる内容の記述（具体定な社名等）を記載してはな

らない。

４）技術提案書の無効

提出書類について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合

（PUBDISに虚偽のデータを登録している場合を含む。）は無効とすることがある。

５）既存資料の閲覧【注：既存資料の閲覧を認める場合のみに記述する。】

技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲覧することができる。

①資料名 ：○○○○設計図

②閲覧場所：国土交通省○○地方整備局営繕部○○課

③閲覧期間：技術提案書の提出期限の前日までの毎日。ただし休日を除く。

○時～○時の間。

９．技術提案書の提出方法、提出先、提出期限

【注：別紙６－３技術提案書提出要請書例（建築関係建設コンサルタント業務の場合）

の３．２）に同じ。】

【注：公募型プロポーザル方式の場合は、技術提案書提出依頼からの期間は原則とし

て40日間とする。】

10．技術提案書を特定するための評価基準
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【注：別紙６－３技術提案書提出要請書例（建築関係建設コンサルタント業務の場合）

の５．に同じ。】

11．ヒアリング

ヒアリングの日時、場所、留意事項等は、技術提案書の提出者の選定後、別途通知

する。

12．非特定理由に関する事項

【注：別紙６－３技術提案書提出要請書例（建築関係建設コンサルタント業務の場合）

の７．に同じ】

13．契約書作成の要否

要。別添○の契約書(案)により契約書を作成するものとする。

14．支払条件

前金払い ○○○○【前払い金の比率等必要事項を記載すること。】

15．苦情申し立てに関する事項

本手続きに関し、「政府調達に関する苦情の処理手続き」（平成７年12月14日付け

政府調達苦情処理推進本部決定）により、政府調達苦情検討委員会に対して苦情を

申し立てることができる。【政府協定対象業務に限る。】

16．関連情報を入手するための照会窓口

２．に同じ。

17．その他

１）本手続において使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時およ

び計量法によるものとする。

２）1.3)(1)①(ﾛ)に掲げる認定を受けていない単体企業又は1.3)(1)②に掲げる設計共

同体としての資格の認定を受けていないもの（一般競争（指名競争）参加資格の認

定を受けていない単体企業を構成員とする場合を含む。）も参加表明書を提出するこ

とができるが、その者が技術提案書の提出者として選定された場合であっても、技

術提案書を提出するためには、技術提案書の提出時において、当該資格の認定を受

けていなければならない。

３）６．及び10．の同種又は類似業務の実績については、我が国及びＷＴＯ政府調達

協定締約国その他建設市場が開放的であると認められる国等以外の国又は地域に主

主たる営業所を有する建設コンサルタント等にあっては、我が国における同種又は

類似業務の実績をもって判断するものとする。

４）本件業務を受注した建設コンサルタント（再委託先である協力事務所を含む。以

下同じ。）及び本業務を受注した建設コンサルタントと資本・人事面等において関連

があると認められた製造業者又は建設業者は、本業務に係る工事の入札に参加し又

は当該工事を請負うことができない。

５）提出期限までに参加表明書を提出しない者及び技術提案書の提出者に選定された
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旨の通知を受けなかった者は、技術提案書を提出できないものとする。

６）参加表明書及び技術提案書の作成、提出及びヒアリングに関する費用は、提出者

の負担とする。

７）参加表明書及び技術提案書に虚偽の記載をした場合（PUBDISに虚偽のデータを登

録している場合を含む。）には、参加表明書又は技術提案書を無効とするとともに、

虚偽の記載をした者に対して指名停止措置を行うことがある。

８）参加表明書及び技術提案書の取扱い

① 提出された参加表明書及び技術提案書を、発注者の了解なく公表､使用しては

ならない。

② 特定されなかった技術提案書は、電子入札システムにより提出した場合には

電子入札システムから技術提案書を削除する。紙入札方式により提出した場合

には、○○地方整備局において廃棄するものとするが、提出者の希望がある場

合は返却する。返却を希望する場合は、その旨を技術提案書に記載すること。

記載無き場合は返却の希望がないものとみなす。

③ 提出された参加表明書及び技術提案書は、技術提案書の特定以外に提出者に

無断で使用しない。

９）参加表明書及び技術提案書の提出後において、原則として参加表明書及び技術提

案書に記載された内容の変更を認めない。また、参加表明書及び技術提案書に記載

した配置予定の技術者は、原則として変更できない。ただし、病休、死亡、退職等

のやむを得ない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの発注

者の了解を得なければならない。

１０）その他

技術提案書の作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解なく公表、

使用してはならない。

(注）

１．【 】を付した部分は、技術提案書提出要請書作成上の留意事項等を示した注釈で

ある。
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参 考

技術提案書の提出者を選定するための評価基準例

評価項目 評価の着目点 評価の

判断基準 ｳｪｰﾄ

資格 専門分野の技術者資格 各担当分野について、資格の内容を 主任担当 建築 ５

資格評価表により評価する。 技術者 構造 ２

電気 ３

機械 ３

技術力 平成８年12月以降の同種 以下の順で評価する。 管理技術者 ９

又は類似業務の実績（実 ①同種業務の実績がある。 主任担当 建築 ５

績の有無及び件数、携わ ②類似業務の実績がある。 技術者 構造 ２

った立場） 上記に加え、実績の立場を下記の 電気 ３

順で評価する。 機械 ３

●管理技術者の場合

①管理技術者又はこれに準ずる立場

②主任担当技術者又はこれに準ずる立場

③担当技術者又はこれに準ずる立場

●主任担当技術者の場合

①主任担当技術者又はこれに準ずる立場

②担当技術者又はこれに準ずる立場

平成13年12月以降に担当 以下の順で評価する。 管理技術者 １

した○○地方整備局営繕 ①70点以上の実績がある。(加点) 主任担当 建築 １

部発注業務の成績評価（複 ②①、④以外の実績がある。(加点) 技術者 構造 １

数の実績がある場合は、各実 ③実績が無い(0点) 電気 １

績ごとの成績評価点の平均） ④60点未満の実績がある。(減点) 機械 １

経験年数 経験年数を評価する。 管理技術者 ２

主任担当 建築 ２

技術者 構造 ２

電気 ２

機械 ２

合計 ５０



参 考
技術提案書の評価基準の例

評価 評価の着目点 評価のｳｪｰﾄ

項目 判断基準 小計

資格 専門分野の 各担当分野について、資格の内容を 主任担当 建築 ３

技術者資格 資格評価表により評価する。 技術者 構造 ２

電気 ２

機械 ２

担当 建築 ２

技術者 構造 １

電気 １

機械 １ １４

技術力 平成８年12月以降の同 以下の順で評価する。 管理技術者 ５

種又は類似業務の実績 ①同種業務の実績がある。 主任担当 建築 ３

(実績の有無及び件 ②類似業務の実績がある。 技術者 構造 ２

数、携わった立場) 上記に加え、実績の立場を下記の順 電気 ２

で評価する。 機械 ２

評価対象とする ●管理技術者の場合 担当 建築 ２

各分担業務分野の ①管理技術者又はこれに準ずる立場 技術者 構造 １

担当技術者数 ②主任担当技術者又はこれに準ずる立場 電気 １

建築分野：２人 ③担当技術者又はこれに準ずる立場 機械 １

構造分野：１人 ●主任担当技術者の場合 ※当該業務の担当

電気分野：１人 ①主任担当技術者又はこれに準ずる立場 者等にアリング時

機械分野：１人 ②担当技術者又はこれに準ずる立場 に内容を確認るこ

とがある。 １９

平成13年12月以降に担 以下の順で評価する。 管理技術者 １

当した○○地方整備局 ①70点以上の実績がある。(加点) 主任担当 建築 １

営繕部発注業務の成績 ②①、④以外の実績がある。(加点 技術者 構造 １

評価（複数の実績がある ③実績が無い(0点) 電気 １

場合は評価点の平均） ④50点未満の実績がある。(減点) 機械 １ ５

経験年数 経験年数を評価する。 管理技術者 ２

主任担当 建築 ２

技術者 構造 ２

電気 ２

機械 ２

担当 建築 １

技術者 構造 １

電気 １

機械 １ １４

業務実施方針 業務の理解度 業務内容、業務背景、手続の理解が高く、積極性が見

及び手法 及び取組意欲 られる場合に優位に評価する。 ８

(評価にあたっては 業務の実施方 業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視する

技術提案書の内容 針 設計上の配慮事項等について（ただし、特定テーマに

及びヒアリングの 対する内容を除く。）、的確性、独創性、実現性等を

結果により総合的 総合的に評価する。 10

に判断を行う。） 特定テーマ ①テーマ①について、その的確性（与条件との整合性が

に対する 取れているか等）、独創性（工学的知見に基づく独創

技術提案 的な提案がされているか等）、実現性（提案内容が理

論的に裏付けられており、説得力のある提案となって

いるか等）を考慮して総合的に評価する。 10

②テーマ②について、同上。 10 ４８

③テーマ③について、同上。 10

合計 １００
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